
28．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項　　
　　これらには、「国債」、「地方債」、「短期社債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」

が含まれております。

29．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券　　　　　　　　　　
　　該当ありません。
30．当事業年度中に売却したその他有価証券

31．満期保有目的の金銭の信託

32．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融
資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これ
らの契約に係る融資未実行残高は43,597百万円であります。このうち契約
残存期間が1年以内のものが10,155百万円あります。

　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融
資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響
を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧
客の業況等を把握し必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

33．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以
下のとおりであります。

　　　　　繰延税金資産
　　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　411百万円
　　　　　　貸出金償却否認額　　　　　　　　　　　146
　　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　112
　　　　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　 38
　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　238
　　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　947
　　　　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　  △73
　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　873
        
　　　　　繰延税金負債
　　　　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　605
　　　　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　605
　　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　  267百万円

　　企業会計基準適要指針第26号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指
針」（平成28年3月28日）を平成28事業年度から適用しております。

　　

34．会計方針の変更
　　退職給付債務の計算に用いられる予想昇給率や退職率等その他の計算基礎
について、退職給付債務等に重要な影響があると認められる場合は、各計算
基礎の見直しを行っておりますが、重要な影響が認められない場合でも５年
ごとに各計算基礎の見直しを行っております。その結果、数理計算上の差異
を従来の１年定額法で会計処理を行うことにより、将来的に予測できない多
額の差異が一会計期間の損益に重大な影響を及ぼすと考えられます。期間
損益を適切に反映するため、数理計算上の差異の費用処理年数を１年から５
年へ会計方針を変更しました。この会計方針変更により、退職給付費用（人件
費）が211百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益が211百万円減少
しました。

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
２．子会社との取引による収益総額　　68,673千円
  　子会社との取引による費用総額　　86,147千円
３．出資１口当り当期純利益金額　　　　　　242円39銭

（単位：千円）

損益計算書注記

（単位：百万円）満期保有目的の債券
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■業務粗利益

■資金運用収支の内訳

■受取利息及び支払利息の増減

■総資金利鞘 ■総資産利益率

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金
う ち 借 用 金

371,168
140,031
93,291
135,470
359,911
357,405
2,313

376,763
137,752
98,988
137,471
365,544
363,169
2,191

3,951,936
2,833,162
110,937
964,036
85,427
75,100
9,366

3,873,228
2,746,870
114,470
965,959
72,911
64,227
7,768

1.06
2.02
0.11
0.71
0.02
0.02
0.40

1.02
1.99
0.11
0.70
0.01
0.01
0.35

平均残高（百万円）
平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

利息（千円） 利回り（％）

※１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成29年度177百万円、平成30年度190百万円）を控除して表示しております。
　２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

受 取 利 息
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

支 払 利 息
う ち 預 金 積 金
う ち 借 用 金

△54,856
△54,820
12,603
△4,864
701
1,273
△572

△43,642
△84,127
△21,748
51,793

△22,413
△20,892
△1,521

△98,497
△138,947
△9,145
46,929

△21,713
△19,620
△2,093

△21,847
△46,103
6,774
14,238
719
1,211
△492

△56,861
△40,189
△3,241
△12,315
△13,190
△12,084
△1,106

△78,708
△86,292
3,533
1,923

△12,471
△10,873
△1,598

平成29年度 平成30年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

※１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含める方法により算出しております。
　２．国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

平成29年度 平成30年度
資金運用利回
資金調達原価率
総 資 金 利 鞘

1.06％
0.90％
0.16％

1.02％
0.85％
0.17％ ※総資産経常(当期純）利益率 ＝経常(当期純）利益÷総資産(債務保証見返除く)

　平均残高

平成29年度 平成30年度
総資産経常利益率
総資産当期純利益率

0.12％
0.09％

0.14％
0.12％

資 金 運 用 収 支
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 業 務 収 支
その他の業務収益
その他の業務費用

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

3,866,508
3,951,936
85,427
94,188
454,294
360,105

△198,086
48,073
246,160
3,762,610
1.01％

3,800,317
3,873,228
72,911
105,608
462,090
356,482
12,616
174,748
162,132
3,918,541
1.04％

平成29年度 平成30年度

※1. 業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100
　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

（千円） （千円）

(単位：百万円)(単位：百万円) ■常勤役職員１人当たりの預金・貸出金残高■１店舗当たりの預金・貸出金残高

14,993
5,791

15,170
5,773

平成29年度 平成30年度
預 金
貸 出 金

1,253
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1,309
498

平成29年度 平成30年度
預 金
貸 出 金

経営指標等
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